令和３年度　大津市公共施設バリアフリーチェック実施概要

１．これまでの経過・取り組み　
（１）障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（通称「障害者差別解消法」）施行（平成28年4月1日）
　　　　障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的事項、国・地方公共団体・民間事業者等における障害を理由とする差別解消措置を定めることによって、全ての国民が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現することを目的とする。
（２）大津市障害者自立支援協議会に差別解消部会を設置（平成28年4月）
（３）大津市障害者差別解消支援地域協議会を設置（平成29年12月）
　　　　本市において障害を理由とする差別を解消するための取り組みを効果的かつ円滑に行うために設置。

2． バリアフリーチェック実施趣旨　
（１）障害者差別解消法の趣旨を踏まえ利用者の動線の安全確認する
　（２）利用する側（障害者、高齢者等）の立場で検証する
　（３）障害当事者が利用する施設内において不便または危険と感じる点を把握する
　（４）駐車場から利用する施設までの経路に不便または危険と感じる箇所を把握する
　（５）障害者用駐車スペースの確保状況を把握する
※障害当事者の方々と公共施設において移動等の障壁となっている箇所を直接確認し、施設所管課とともにバリアフリーに向けての取組を推進する

３．バリアフリーチェック対象施設
障害者、高齢者、妊産婦、幼児等がよく利用する公共施設を対象とする
（１）令和３年度
障害当事者の方々と公共施設において移動等の障壁となっている箇所を直接確認しチェックリストを作成
①大津市民会館　②大津公民館
（２）令和2年度
　　　　新型コロナウイルス感染症流行のため中止
（３）平成31年度（令和元年度）
障害当事者の方々と公共施設において移動等の障壁となっている箇所を直接確認しチェックリストを作成
①大津市立図書館　②大津市歴史博物館　③市民文化会館　　
（４）平成30年度
障害当事者の方々と公共施設において移動等の障壁となっている箇所を直接確認しチェックリストを作成
①生涯学習センター　②北部地域文化センター　③和邇文化センター
（５）平成29年度
施設管理者によるチェックリストを作成
市民センター、ふれあいセンターを対象にモデル的に実施

４．実施方法
（１）障害当事者の方々等と公共施設において移動等の障壁となっている箇所を現地施設で、直接確認しチェックリストを作成
　　　　　　　差別解消支援地域協議会の構成団体から（順不同）
　　　　　　　　障害者差別のないおおつをめざす会、大津市障害児者と支える人の会、
　　　　　　　　大津市身体障害者更生会、大津視覚障害者協会、大津市ろうあ福祉協会、
　　　　　　　　滋賀県建築士会
（２）当日、障害当事者との意見交換において、施設のバリアフリーにおける改良点や課題を抽出し、ソフト面での配慮で対応できる点を中心に検討する。
　　（３）結果を、関係課で情報共有し、今後のバリアフリーの推進に役立てる。

５．バリアフリーチェック項目
（１）「だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例」から抜粋した項目
　（２）「高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関する基準（平成18年12月・国土交通省）に基づく調査項目を追加」（大津市バリアフリー基本構想から抜粋）
	調査対象
	調査項目

	扉
	自動扉・引き戸・開き扉

	段差
	道路から敷地、道路から建物、敷地から建物や建物内における段差の　　有無
スロープ、エレベーター等による解消の有無

	駐車場
	一般利用者駐車場の有無
車いす使用者用駐車施設の有無

	トイレ
	一般利用者トイレの有無、手すりの形状、オストメイト対応水洗具の　　有無、ベビーベット・ベビーチェアの有無

	視覚障害者誘導ブロック
	明度差の有無、設置場所・経路

	案内設備等
	インターホン、案内サイン、点字版の有無



６．調査結果
　（１）施設所管課（施設管理者）へ報告
　（２）大津市障害者自立支援協議会（差別解消部会）へ情報提供
　（３）大津市差別解消支援地域協議会へ情報提供
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